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令和７年度（2025年度）事業計画書 
 

 

令和６年度の軽自動車新車販売は、認証問題による出荷停止も影響し、12 月までは

前年に対し大幅なマイナスとなったものの、第４四半期に大きく反動増となったことで

前年度をわずかに上回り、２年度ぶりに対前年プラスとなる 162.7万台、対前年比 0.1％

増となった。 

令和７年度の政府経済見通しでは、「総合経済対策の効果が下支えとなって、賃金上

昇が物価上昇を上回り、個人消費が増加するとともに、企業の設備投資も堅調な動きが

継続するなど、引き続き、民間需要主導の経済成長となることが期待される。」とし、

「実質ＧＤＰ成長率は 1.2％程度、名目ＧＤＰ成長率は 2.7％程度、消費者物価（総合）

は 2.0％程度の上昇率になると見込まれる。」とされている中、令和７年度の軽自動車

新車販売においては、魅力的な新型軽自動車の投入や、既存車種の一部改良や特別仕様

車の追加などのテコ入れによる市場の活性化を期待したい。 

昨年、当連合会では、令和７年度税制改正要望として「軽自動車及び二輪車のユーザ

ーに対する更なる税負担増に反対」を最重点要望とし、中央・地方が一丸となって要望

活動を実施した。本年末に議論される令和８年度税制改正では、自動車関係諸税の抜本

的な見直しが行われることから、「軽自動車の役割や貢献」に対する関係者の理解をよ

り一層深めるため、理解促進活動及び税制要望活動を実施していく必要がある。 

軽自動車は、「日本の原動力」として幅広く活躍しており、コンパクトで使いやすく

環境に配慮した経済的な乗り物として日常の足となり、生活を支えるとともに、農業・

漁業・小規模商工業などの産業活動を支える毛細血管の役目を果たしている。軽乗用車

ユーザーの 64％は女性、また 43％は 60歳以上の方であり、買物・送迎・運搬に加えて

通院にも利用されている。また、公共交通機関が利用しにくい地域ほど軽自動車の保有

率は高く、地方の移動手段として不可欠な存在となっているほか、都市部では配送や営

業活動等で活用され、全国の生活者と地域の経済活動に寄り添うクルマとなっている。

このような軽自動車の「役割と貢献」を広く国民に認知していただくことにより、軽自

動車の理解促進とその普及に努めていく。 

当連合会は、関係の方々のご理解、ご協力をいただきながら、最重点施策及び重点

施策を中心に、着実な事業運営に努め、軽自動車の理解促進活動を推進するととも

に、組織体制の強化を図ることとする。 

さらに、当連合会の基幹事業である不正流通防止対策業務、軽自動車検査情報提供事

業等の適正な遂行を図りつつ、業務の効率化、ＯＳＳ申請対象範囲の拡大やデジタル化

への適切な準備・対応を図っていくとともに、軽自動車の検査・届出制度の健全な発展

に向けて取り組み、軽自動車・二輪車販売業界の団体としての責任を自覚しながら、よ

り健全なクルマ社会の実現のために努力していくこととする。 
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○ 最重点施策 

・軽自動車制度・関係税制の維持 

・全軽自協の組織体制の強化 

・情報提供事業収入を確実に維持するための取り組みの推進 

・軽自動車ＯＳＳ対象範囲拡大への適切な準備・対応 

・流通改善対策の推進 

 

○ 重点施策 

・事務所における軽自動車検査申請等代行事業の取り組みと拡大推進 

・小規模事務所支援制度の見直し・活用推進 

・軽自動車理解促進の推進 

・軽自動車の普及促進 

・軽自動車情報提供事業の普及拡大 

・軽自動車の自動車検査証電子化等、デジタル化への適切な準備・対応 

・流通確認業務サービス移行への着実な準備・対応 

 

○ 事業計画 

１．軽自動車の理解促進事業 

① 諸統計の公表 

軽自動車に関する新車販売台数の統計資料等を整理し、報道発表やホームペ

ージへの掲載を通じて公表する。 

 

 

 

 

 

 

  

② 軽自動車普及拡大・理解促進対策 

軽自動車の理解促進及び普及拡大のため、一昨年度に制作した Movieを活用

し、ＴＶＣＭや Web広告などを活用した広報キャンペーンを実施する。 
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③ 自動車関係諸税の抜本的な見直しへの対応と軽自動車関係税制等の理解促進 

対策 

自動車関係諸税の抜本的な見直しに向け、政治・行政等の動向を注視するとと

もに、税制改正等の要望書をまとめ要望活動を実施する。また、軽自動車関係

税制等の理解促進のため、諸資料を作成し、関係者への理解活動を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

④ 日本自動車工業会による「軽トラ市」支援活動への協力 

「軽トラ市」支援活動に対し、開催地域の軽自動車協会とともに協力していく。 

 

 

 

 

 

 

 

２．軽自動車統計情報提供事業 

軽自動車・二輪車の一般統計情報について、市町村別軽自動車車両数や軽自動

車新規検査及び軽二輪車届出の各統計を作成し、関係団体等へ提供を行う。 

 

３．軽自動車検査電子情報の提供事業 

軽自動車検査情報の電子的提供の承認情報提供機関として、軽自動車検査情

報を提供する。令和 7年 7月から、流通確認業務システムへの情報提供を開始

する。 

また、軽自動車検査情報について、依頼のあった統計資料や加工データを提供

するとともに、軽自動車検査情報提供の事業収入を確実に維持するため、情報セ

キュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）認証の取得維持や新たな情報提供
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事業へ積極的に取り組む。 

    

 

 

 

 

 

  

４．軽自動車の防犯・法令順守促進事業   

① 軽自動車所有者承諾書の廃止と流通確認業務サービスへの着実な移行   

  軽自動車の盗難、詐欺等の流通上の事故の防止を図るため、申請時に軽自動

車所有者承諾書及び軽自動車検査証返納確認書による所有者の申請意思の確認

を引き続き実施する。 

  なお、政府が進める押印の廃止に対応するとともに、所有者の押印が必要と

なっている所有者承諾書（法令上は任意提出）取得に係る申請者等の負担を軽

減するため、電子化され所有者名の記載が無い自動車検査証であっても券面記

載の二次元コードを読み取ることで、迅速かつ正確に所有者の申請意思の確認

を行う流通確認業務サービスが開始される令和７年７月１日をもって、所有者

承諾書は廃止する。 

  当該サービスを利用し、流通の安全性が確保された軽自動車がより一層増え

ることが、所有権の公証制度が無い軽自動車制度を維持していく上で最も重要

であることを、これまで所有者承諾書を利用していた事業者を含めた所有者に

丁寧に説明しサービス利用者拡大の理解を得ていく。 

② 流通確認業務サービスの適切な運用・管理 

   流通確認業務サービスが適切に運用されるようシステム構築・運用会社と適

切に連携し、確実な流通確認を行う。なお、システム等の見直しが必要となった

場合には、迅速かつ適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ISMS認証取得の JICQA登録マーク・認定シンボル 

ISMS認証とは、第三者である ISMS認

証機関が、組織の構築した ISMS が

ISO/IEC27001 に基づいて適切に運用

管理されているかを、利害関係のない

公平な立場から審査し証明するもの

です。 
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５．軽自動車・二輪車の安全環境対策事業 

① 国土交通省等が行う各種運動、協議会への参加・協力を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ホームページに廃棄二輪車取扱店の情報を掲載し、二輪車リサイクルの普及・

周知を図る。 

                  

 

  ③ 軽自動車のリコール情報を使用者に通知するために必要となる軽自動車検査情

報を軽四輪メーカーに、検査対象外軽自動車届出情報を軽二輪メーカーに提供す

る。 

  

６．軽自動車流通改善関係事業 

① 軽自動車届出の平準化 

会員傘下ディーラーの新車新規検査申請において、毎月の上旬（10日以前）・

中旬（11日～20日）及び下旬（21日以降）の申請件数比率を２：３：５、月末

４日間の同申請件数を月間件数の 40％以下にすることを目標とし、会員に対し

実施予定の各種運動、協議会のイメージ 
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協力を要請する。 

② 軽自動車届出の適正化 

毎月、「軽自動車流通改善統計月報」を作成し、会員等に送付し流通改善指標

（自社登録等）の達成状況の共有を図る。 

③ 消費者に対する取引の適正化を推進するため、自動車公正取引協議会と連携し

公正競争規約の運用状況などの情報交換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．軽自動車検査関係支援協力事業 

軽自動車検査の申請窓口業務及び軽自動車検査手数料の収納業務への協力 

軽自動車検査協会の窓口における検査申請手続きの円滑化、迅速な業務処理に

協力するため、軽自動車検査協会との委託契約に基づき申請書整備確認及びＯＣ

Ｒ投入業務、自動車検査証返納等の業務並びに手数料収納事務を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．軽自動車申請関係受託事業 

軽自動車税の徴税関連業務、重量税印紙売り捌き、車両番号標取扱い等の業務

を事務所ごとに受託し実施する。 

 

「支払総額表示」に関する自動車公正取引協議会のパンフレット 

    

     

      

                   

      
          
      

              
                 
                
           

                  

    

     

         
                
       

〔手数料収納計器〕 

                  

〔収納計器（画面部）〕 
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９．軽自動車の自動車検査証電子化等、デジタル化への適切な準備・対応及び検査申

請等代行事業の拡大推進 

① 自動車検査証の電子化を踏まえた軽自動車届出手続等のデジタル化の取組促進、

申請者や関係事業者の利便性の向上及び軽ＯＳＳ申請の更なる利用促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 検査手数料等のキャッシュレス化等のデジタル化について、軽自動車検査協会

と密接な連携、情報収集及び対応を行う。 

 

１０．軽自動車用紙関係事業 

 流通確認業務のシステム化（令和 7 年 7 月 1 日）後、軽自動車所有者承諾書は

廃止するため、不要となる承諾書の買い戻し等を適切に実施する。 

 なお、システム運用開始までは現行の軽自動車所有者承諾書による流通確認業

務を実施するため、承諾書の在庫管理を厳密に行い、不要となる承諾書の数が少

なくなるよう努力する。 

 

 

 

 

 

 

 

１１．組織運営改善対策 

① 会報の発行 

「軽自動車情報」を月刊誌として発行を継続する。 

② 賞勲業務の実施 

所有者承諾書 
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賞勲の対象者に表彰等を実施する。 

③ 小規模事務所支援制度の見直し 

小規模事務所支援制度については、第三会費の範囲内で支援できる内容の見直

しを検討する。 

④ 福利厚生制度の適切な運用及び拡充の検討 

慶弔規程や福利厚生事業を適切に運用するとともに、その他の福利厚生制度の

拡充を検討する。 

⑤ 事業継続可否確認のためのシステム（ＡＮＰＩＣ）の適切な運用 

震災等の災害時に速やかに職員の安否が確認できるよう導入した安否確認シ

ステムを適切に運用し、有事の際にも極力事業継続が可能となるよう仕組みづく

りを強化する。 

⑥ 全軽自協の組織体制の強化 

規程類の適切な運用や見直しにより組織体制の強化へとつなげる。 

 

以上 

 


